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原発輸出の背景　日本を含む先進国での原発建設がほぼひと段落し、原発事故の影響もあり、新規受注量が激減した日本の原発メーカーと原子力

ムラは、生き残りをかけ、経済発展に伴い電力の拡大を目指す開発途上国に対し、官民一体となり、リスクを伴う原発輸出を始めようとしている。

原発の導入から輸出までの経緯

年

1953年 アイゼンハワー大統領が国連総会で「核エネルギーの平和的利用」を提唱 米国が世界的商業原子力発電利用の主導権を握る狙い

1954年 原子力開発に関する法律ないまま、原子力に関わる国家予算（2.35億）が成立 日本学術会議の頭越しに、中曽根康弘ら政治家が主導

1955年 米国政府からの原子炉と濃縮ウランの供給及び日米原子力研究協定に調印

1957年 高速増殖炉の研究として日本初原子炉を英国から輸入し、東海村に建設 米国の軽水炉も輸入し、重電3社は米メーカーの下請け。

1960年代 日本メーカーが米から設計、製造の技術援助を受け、機器の国産化を始める。

1970年代 米メーカーライセンスの下で、日本メーカーが主契約者として原発を製造・建設 輸出する場合、米国の承認とライセンス料の支払い。

1974年 オイルショック後、田中角栄が「電源3法」を成立させ、電源立地地域の優遇策 「国策民営」による原子力推進体制で原発の建設ラッシュ

1980年代 第3次電源開発促進税法の下、独自技術による「日本型」原発の開発 実質的には米の技術提携メーカーとの共同開発。

1990年代 国内外の原発重大事故や電力自由化の動きで原発の新規建設が途切れる。

2000年代 国、電力会社、メーカー３者の相互依存が崩れる中、その打開策として輸出 ブッシュ政権が原発を推し進め「原子力ルネサンス」

2005年 小泉純一郎内閣が原発推進を目的にした「原子力政策大綱」を閣議決定 「原子力発電導入の拡大国に対して国際展開を図る」

2006年 経済産業省が「原子力立国計画」を策定し、翌年福田康夫内閣が閣議決定 「世界的な原子力の推進に先導的な役割を果たす」

2007年 安倍首相、甘利経産大臣ら日米関係閣僚が「日米原子力共同行動」に合意 米国の「押さえつける」から「パートナー」で第3国輸出

2008年 「京都議定書」の第１約束期間に入り、温暖化対策として原子力利用を口実化

2010年 鳩山由紀夫内閣が原発推進政策とした「エネルギー基本計画」を閣議決定 「海外の需要を積極的に取り込み、国内産業界を牽引」

菅直人内閣が官民一体で海外展開する「国際原子力開発株式会社」を創立 電力9社、東芝、日立、三菱、産業革新機構が出資

菅直人首相がベトナムを訪問し、ビンハイ原発2基の建設合意 「ベトナムの建設計画や人材育成計画の提案を進める」

2011年 東日本大震災で東電福島第１原発事故発生

2013年 安倍首相がアラブ首長国連邦とトルコを訪問し原発輸出の原子力協定を締結

2014年 安倍内閣が原発はベースロード電源とした「エネルギー基本計画」を閣議決定

2015年 安倍首相がインド首相と会談し、原発輸出を可能にする原子力協定に合意 インドは核保有国であるが、核不拡散条約は未締結国

原発輸出の類型
・単体機器輸出；　機器メーカーによる機器単体輸出。実績あり。

日本製鋼所は原発の圧力容器等の大型鍛鋼品製造で世界シェアの8割を占める。

・プラント設備一式輸出；　プラントメーカーによる設備一式輸出。実績なし。

・事業輸出；　輸出国で原発建設後、発電・売電事業に参加。実績なし。

原発輸出スキームの特殊性
・２国間協定；　供給国と受領国との間で移転される核物質、原子力関連

資機材及び技術の不拡散・平和利用を取り決めた２国間協定を締結。

日本は、14ヶ国と締結、5ヶ国と締結交渉中、3ヶ国と締結検討中。

包括的事前同意となった現在の日米原子力協定は2018年に切れる。

輸出先国が下記の条約を締結していることであるが、インドは未締結。

　核拡散防止条約（ＮＰＴ）、包括的核実験防止条約（ＣＴＢＴ）、核物質防護条約

・損害賠償；　放射能の大量放出事故が発生した場合に備え、輸出先国が

原子力損害賠償に関する国内法の整備や、国際条約に加盟していること。

・融資、保険；　国債や年金積立金を財源とした公的金融機関による輸出

信用の付与　（財務省が所管する国際協力銀行、経産省が所管する日本貿易保険）

・製造物責任；　通常、事故を起こしたメーカーが補償する製造物責任が原発の場合、免責される

米が輸出を始める際、メーカーを保護した。但し、インドはインド国内法により、免責されない。

・CO₂クレジット制度；　途上国において日本の援助で

低炭素化事業を実施した場合、それによる削減量は

日本の削減分に充当する　を原発輸出に適用。　

原発輸出の問題点　「原発メーカー訴訟の会」の資料より

1、倫理性；　甚大な被害をもたらした福島原発事故の

全容も明らかならず、その問題解決が今後も長期に

及ぶのに、他国への輸出など倫理的に許されない。

2、安全性；　事故リスク、立地条件、施工・運転リスク、

監視体制などの安全性の問題が発生する。

3、経済性；　世界で建設されつつある原発はコストの

急騰と建設期間の遅延で非常に大きな投資リスク。

また、放射性廃棄物の処理費用及び巨額な事故

処理費用の負担を考慮するとコストは高くなる。

4、放射性廃棄物管理；　半永久的な管理が必要な

使用済み燃料処分は日本でも未解決。売り込んだ

原発の放射性廃棄物は日本が引受ける取決め。

5、核拡散・テロのリスク；　軍事転用・テロのリスクが大きい。

原発はテロの格好の標的

6、環境・社会影響；　原発は温室効果ガス排出削減に寄与するなどと

言われるが、ウラン採掘から原発の燃料とするまでの工程や

温排水問題を考慮すると削減効果は全くない。

また、原発建設予定地では住民移転などの問題も起こっている。

7、情報公開・市民参加；　原発が輸入・建設されていく過程で十分な

情報開示がされているか。住民説明会が公平性をもって開催されて

いるか。各地で原発建設中止の抗議行動や署名活動が行われている。

8、日本の公的資金投入；　原発輸出には日本の税金もつぎ込まれ

得するのは原子力ムラと一部の企業だけというのが実態。

また事故が起これば国が賠償責任を負うことになり、国民負担に

結びつく可能性が高い。

十分な国民的議論もなく、公的資金を投入しての輸出は問題。

原発輸出の実際例

中国；　200７年、東芝がWHと共に第3世代プラント建設契約に調印。

インドネシア；　三菱が事業化可能性調査を行い入札直前に政変で延期　

台湾；　日米原子力連合が受注したが、福島事故後反対運動が起こり頓挫

アメリカ；　東芝が主契約者となる初の海外契約であったが、コストの高騰で折り合いがつかない中、福島事故があり原発に後ろ向きになり中断。

むすび　　自民党の2013年度収支報告書には、三菱、東芝、日立から合計8,700万円が、原子力関連の企業からなる原子力産業協会から3億円が献金

されたとあるが、安倍首相は「世界で最も安全な原発を提供できる」と現実をわきまえないセールストークを吹聴し、輸出に躍起なのはこのためか。

出　　来　　事 内　容、　コ　メ　ン　ト

世界の発電用原子炉の運転開始基数／終了基数	

運転開始基数	

終了基数	

原発の需要は世界中で伸びる	

単位　ギガワット　　ギガ＝１０⁹＝百万キロ	

2016・1・26　東京新聞	
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